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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  
２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

回次 
第105期 

第１四半期 
連結累計期間 

第106期 
第１四半期 
連結累計期間 

第105期 

会計期間 
自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日

自  平成29年４月１日 
至  平成29年６月30日 

自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日

売上高 (百万円) 381,532 393,334 1,683,720 

経常利益 (百万円) 13,253 17,002 72,042 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 9,660 12,323 49,408 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △5,815 16,161 57,152 

純資産額 (百万円) 456,913 518,236 512,913 

総資産額 (百万円) 1,064,019 1,170,972 1,192,385 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 16.85 21.48 86.15 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 16.84 21.47 86.11 

自己資本比率 (％) 39.0 40.3 39.0 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間の国内のトラック市場につきましては、主に建設系の需要が前期に比べ減少したこと

から、普通トラック（大型・中型トラック）の総需要は18.8千台と前年同期に比べ1.1千台(△5.5％)の減少、小型

トラックの総需要は21.0千台と前年同期に比べ0.3千台(△1.6％)の減少となりました。 

国内売上台数につきましても、普通トラック、小型トラック、バス総合計で13.3千台と前年同期に比べ0.9千台

(△6.5％)減少いたしました。 

海外市場につきましては、北米やアジア等での販売が好調であったため、海外トラック・バスの売上台数は25.3

千台と前年同期に比べ0.4千台(1.8％)増加いたしました。 

以上により、日野ブランド事業のトラック・バスの総売上台数は38.6千台と前年同期に比べ0.5千台(△1.3％)減

少いたしました。 

また、トヨタ向け車両台数につきましては、主にSUVの台数が増加した結果、総売上台数は33.1千台と前年同期に

比べ0.8千台(2.6％)増加いたしました。 

以上により、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,933億34百万円と前年同期に比べ118億１百万円(3.1％)の増

収となりました。損益面では、海外での売上台数が増加したこと等により営業利益は160億59百万円と前年同期に比

べ11億78百万円(7.9％)の増益、経常利益は170億２百万円と前年同期に比べ37億49百万円(28.3％)の増益、親会社

株主に帰属する四半期純利益は123億23百万円と前年同期に比べ26億62百万円(27.6％)の増益となりました。 
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セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(日本) 

日野ブランド事業の国内向けトラック・バスの売上高は、建設系需要の減少に伴い、売上台数が減少したこと等

により、減収となりました。海外向けについては、中近東・アフリカ向けの売上台数が減少したこと等により、減

収となりました。また、トヨタ向けについては、売上台数の増加や部品売上の増加等により、増収となりました。 

以上により、売上高は3,118億74百万円と前期に比べ１億26百万円（0.0％）の増収となりました。損益面におき

ましては、売上高が増加したことに加えて原価低減活動を行った結果、セグメント利益（営業利益）は85億56百万

円と前期に比べ５億66百万円（7.1％）の増益となりました。 

  

(アジア) 

インドネシアにおける売上台数が増加したこと等により、売上高は857億円と前期に比べ89億56百万円（11.7％）

の増収となりました。損益面におきましては、売上台数の増加に伴い、セグメント利益（営業利益）は44億96百万

円と前期に比べ５億72百万円（14.6％）の増益となりました。 

  

(その他) 

米国における売上台数が増加したこと等により、売上高は550億62百万円と前期に比べ57億７百万円（11.6％）の

増収となりました。一方、セグメント利益（営業利益）は20億54百万円と前期に比べ１億86百万円（△8.3％）の減

益となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前年度末に比べ214億12百万円減少し、1兆1,709億72百万円となりまし

た。これは、たな卸資産が258億60百万円増加した一方で、売掛債権が459億56百万円減少したこと等によります。 

負債につきましては、前年度末に比べ267億35百万円減少し、6,527億36百万円となりました。これは、有利子負

債が154億70百万円、買掛債務が115億84百万円それぞれ減少したこと等によります。 

純資産につきましては、前年度末に比べ53億22百万円増加し、5,182億36百万円となりました。これは、剰余金の

配当を86億７百万円行った一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益を123億23百万円計上したこと等によりま

す。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、140億18百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,400,000,000 

計 1,400,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成29年６月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成29年８月３日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 574,580,850 574,580,850 

東京証券取引所 
(市場第一部) 

名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数 
100株 

計 574,580,850 574,580,850 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成29年４月１日～ 
平成29年６月30日 

― 574,580,850 ― 72,717 ― 64,307 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

      平成29年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

〔自己保有株式〕 

普通株式 774,700
 

― ― 

〔相互保有株式〕 

普通株式 320,000
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
  

  

普通株式 573,326,300
 

5,733,263 ― 

単元未満株式 
  

  

普通株式 159,850
 

― ― 

発行済株式総数 574,580,850 ― ― 

総株主の議決権 ― 5,733,263 ― 
 

    平成29年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           

日野自動車㈱ 
東京都日野市日野台 
３－１－１ 

774,700 ― 774,700 0.13 

(相互保有株式)           

徳島日野自動車㈱ 
徳島県板野郡松茂町 
笹木野八北開拓203－１ 

30,500 ― 30,500 0.01 

㈱ホリキリ 
千葉県八千代市上高野 
1827－４ 

133,100 ― 133,100 0.02 

澤藤電機㈱ 
群馬県太田市新田早川町 
３ 

93,000 ― 93,000 0.02 

千代田運輸㈱ 
東京都日野市日野台 
１－21－１ 

40,000 ― 40,000 0.01 

埼玉機器㈱ 
埼玉県さいたま市中央区
下落合７－１－３ 

23,400 ― 23,400 0.00 

計 ― 1,094,700 ― 1,094,700 0.19 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 32,145 29,488 

    受取手形及び売掛金 315,221 269,265 

    商品及び製品 136,841 163,433 

    仕掛品 32,454 34,547 

    原材料及び貯蔵品 34,302 31,478 

    その他 70,523 73,744 

    貸倒引当金 △3,433 △3,381 

    流動資産合計 618,056 598,577 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 143,964 142,868 

      機械装置及び運搬具（純額） 117,933 117,901 

      土地 115,122 117,226 

      その他（純額） 48,055 42,751 

      有形固定資産合計 425,076 420,747 

    無形固定資産 21,210 20,152 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 111,230 115,406 

      その他 19,578 18,896 

      貸倒引当金 △2,766 △2,808 

      投資その他の資産合計 128,042 131,494 

    固定資産合計 574,328 572,395 

  資産合計 1,192,385 1,170,972 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 265,306 253,721 

    短期借入金 85,468 105,740 

    コマーシャル・ペーパー 59,000 23,000 

    1年内返済予定の長期借入金 11,204 10,012 

    未払法人税等 6,725 6,116 

    製品保証引当金 34,278 36,835 

    その他の引当金 6,845 8,834 

    その他 92,308 88,106 

    流動負債合計 561,136 532,366 

  固定負債     

    長期借入金 18,063 19,512 

    退職給付に係る負債 58,183 58,153 

    その他の引当金 1,928 1,695 

    その他 40,160 41,007 

    固定負債合計 118,335 120,369 

  負債合計 679,471 652,736 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 72,717 72,717 

    資本剰余金 66,129 66,135 

    利益剰余金 302,781 306,420 

    自己株式 △330 △316 

    株主資本合計 441,297 444,956 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 40,774 43,627 

    繰延ヘッジ損益 △13 △106 

    土地再評価差額金 2,318 2,318 

    為替換算調整勘定 △7,232 △7,283 

    退職給付に係る調整累計額 △11,855 △11,553 

    その他の包括利益累計額合計 23,992 27,003 

  新株予約権 53 47 

  非支配株主持分 47,570 46,228 

  純資産合計 512,913 518,236 

負債純資産合計 1,192,385 1,170,972 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 381,532 393,334 

売上原価 318,358 324,699 

売上総利益 63,174 68,634 

販売費及び一般管理費     

  給料及び手当 11,192 11,699 

  賞与引当金繰入額 1,404 1,419 

  退職給付費用 820 815 

  その他 34,876 38,641 

  販売費及び一般管理費合計 48,293 52,575 

営業利益 14,881 16,059 

営業外収益     

  受取利息 243 317 

  受取配当金 660 770 

  為替差益 ― 396 

  持分法による投資利益 96 377 

  雑収入 779 696 

  営業外収益合計 1,780 2,558 

営業外費用     

  支払利息 1,170 1,208 

  為替差損 1,712 ― 

  雑支出 525 406 

  営業外費用合計 3,408 1,615 

経常利益 13,253 17,002 

特別利益     

  固定資産売却益 36 53 

  投資有価証券売却益 ― 2,605 

  その他 36 1 

  特別利益合計 72 2,660 

特別損失     

  固定資産除売却損 55 85 

  その他 125 16 

  特別損失合計 180 102 

税金等調整前四半期純利益 13,145 19,561 

法人税、住民税及び事業税 3,657 7,490 

法人税等調整額 △1,702 △1,333 

法人税等合計 1,954 6,157 

四半期純利益 11,190 13,404 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,530 1,081 

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,660 12,323 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 11,190 13,404 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △5,650 1,795 

  繰延ヘッジ損益 126 △125 

  為替換算調整勘定 △10,271 △322 

  退職給付に係る調整額 299 289 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △1,510 1,120 

  その他の包括利益合計 △17,006 2,757 

四半期包括利益 △5,815 16,161 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △4,574 15,334 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △1,241 827 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 １．保証債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。 

  

 ２．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

オートローン 59百万円 101百万円 

従業員の住宅資金借入金 1,268  〃 1,253  〃 

  計 1,327百万円 1,354百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

受取手形割引高 ―百万円 643百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年６月30日) 

減価償却費 11,790百万円 13,817百万円 

のれんの償却額 7 〃 1 〃 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 10,323 18 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 8,607 15 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

※１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない地域であり、北米、オセアニア等を含んでおります。

※２  セグメント利益の調整額725百万円にはセグメント間の取引消去及び棚卸資産の調整額他が含まれており

ます。 

※３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

※１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない地域であり、北米、オセアニア等を含んでおります。

※２  セグメント利益の調整額952百万円にはセグメント間の取引消去及び棚卸資産の調整額他が含まれており

ます。 

※３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

 

            (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

その他 
※１ 

合計 
調整額 
※２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
※３ 日本 アジア 計 

売上高               

外部顧客への売上高 257,544 74,749 332,294 49,238 381,532 ― 381,532 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

54,203 1,995 56,198 117 56,316 △56,316 ― 

計 311,748 76,744 388,493 49,355 437,848 △56,316 381,532 

セグメント利益 7,989 3,924 11,914 2,241 14,155 725 14,881 
 

            (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

その他 
※１ 

合計 
調整額 
※２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
※３ 日本 アジア 計 

売上高               

外部顧客への売上高 255,749 82,660 338,409 54,924 393,334 ― 393,334 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

56,124 3,040 59,165 138 59,303 △59,303 ― 

計 311,874 85,700 397,575 55,062 452,638 △ 59,303 393,334 

セグメント利益 8,556 4,496 13,052 2,054 15,107 952 16,059 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額  16円85銭 21円48銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 9,660 12,323 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益金額(百万円) 

9,660 12,323 

    普通株式の期中平均株式数(株) 573,421,056 573,698,859 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円84銭 21円47銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ― 

    普通株式増加数(株) 349,253 191,297 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成29年８月３日

日野自動車株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日野自動車株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日野自動車株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

Ｐ ｗ Ｃ あ ら た 有 限 責 任 監 査 法 人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    小  沢  直  靖 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    千  葉  達  哉 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年８月３日 

【会社名】 日野自動車株式会社  

【英訳名】 HINO MOTORS, LTD.  

【代表者の役職氏名】 取締役社長 下 義生 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。  

【本店の所在の場所】 東京都日野市日野台三丁目１番地１  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）  
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社取締役社長 下義生は、当社の第106期第１四半期（自  平成29年４月１日  至  平成29年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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